
当年度 前年度 増減

Ⅰ 資産の部
1． 流動資産 　 　 　

現金預金 66,980,440 105,231,363 △ 38,250,923
普通預金 66,980,440 105,231,363 △ 38,250,923

未収金 44,825,055 50,582,280 △ 5,757,225
前払費用 5,866,838 2,921,499 2,945,339
一年以内期限到来リース債権 106,843,967 102,064,302 4,779,665

    流動資産合計 224,516,300 260,799,444 △ 36,283,144
2． 固定資産

(1) 特定資産  
投資有価証券（旧基本財産） 50,000,000 50,000,000 0
旧基本財産引当預金 51,000,000 51,000,000 0
機械装置 43,037,314 43,037,314 0
機械装置減価償却累計額 △ 43,037,314 △ 43,037,313 △ 1
什器備品 2,886,284 2,886,284 0
什器備品減価償却累計額 △ 2,601,426 △ 2,429,976 △ 171,450
ＦＯＣＵＳスパコン取得資金資産 101,917,400 85,561,400 16,356,000
   特定資産合計 203,202,258 187,017,709 16,184,549

(2) その他固定資産
建物 19,166,795 19,166,795 0
建物減価償却累計額 △ 5,131,554 △ 4,614,052 △ 517,502
建物付属設備 45,238,540 37,868,540 7,370,000
建物付属設備減価償却累計額 △ 34,880,302 △ 33,905,669 △ 974,633
構築物 6,103,656 6,103,656 0
構築物減価償却累計額 △ 5,820,958 △ 5,755,250 △ 65,708
機械装置 619,164,108 570,308,708 48,855,400
機械装置減価償却累計額 △ 505,042,158 △ 426,319,755 △ 78,722,403
什器備品 110,606,129 103,416,455 7,189,674
什器備品減価償却累計額 △ 89,416,619 △ 85,345,900 △ 4,070,719
ソフトウェア 5,065,327 6,903,306 △ 1,837,979
リース資産 605,195,572 605,195,572 0
リース資産減価償却累計額 △ 403,471,553 △ 393,640,694 △ 9,830,859
リース債権 299,748,404 406,592,371 △ 106,843,967
投資有価証券 5,000,000 5,000,000 0
長期前払費用 1,038,840 334,568 704,272
  その他固定資産合計 672,564,227 811,308,651 △ 138,744,424
     固定資産合計 875,766,485 998,326,360 △ 122,559,875

資  産  合  計 1,100,282,785 1,259,125,804 △ 158,843,019
Ⅱ  負債の部

1． 流動負債
未払金 35,929,226 72,012,542 △ 36,083,316
前受金 13,663,767 18,503,437 △ 4,839,670
預り金 1,796,486 2,007,260 △ 210,774
一年以内返済予定リース債務 148,884,011 142,229,044 6,654,967
　 リース資産対応リース債務 42,040,044 40,164,742 1,875,302
　 リース債権対応リース債務 106,843,967 102,064,302 4,779,665

   流動負債合計 200,273,490 234,752,283 △ 34,478,793
2． 固定負債

417,310,494 566,194,505 △ 148,884,011
リース資産対応リース債務 117,562,090 159,602,134 △ 42,040,044
リース債権対応リース債務 299,748,404 406,592,371 △ 106,843,967
   固定負債合計 417,310,494 566,194,505 △ 148,884,011

負  債  合  計 617,583,984 800,946,788 △ 183,362,804
Ⅲ  正味財産の部

1． 指定正味財産
寄付金 101,000,000 101,000,000 0
負担金 183,051 296,898 △ 113,847
補助金 101,807 159,410 △ 57,603
受贈機械装置 0 1 △ 1

   指定正味財産合計 101,284,858 101,456,309 △ 171,451
（うち特定資産への充当額） ( 101,284,858 ) ( 101,456,309 ) ( △ 171,451 )

2． 一般正味財産 381,413,943 356,722,707 24,691,236
（うち特定資産への充当額） ( 101,917,400 ) ( 85,561,400 ) ( 16,356,000 )

正 味 財 産 合 計 482,698,801 458,179,016 24,519,785
負債及び正味財産合計 1,100,282,785 1,259,125,804 △ 158,843,019

※平成25年度より「公益法人会計基準」（平成20年４月11日　内閣府公益認定等委員会）を適用している。

貸借対照表
令和８年３月31日 現在

（単位：円）

科        目

リース債務



１　重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法
　①建物

定額法を採用している。
　②建物付属設備

定率法を採用している。但し、平成28年4月1日以降に取得したものについては定額法を採用している。
　③構築物

定率法を採用している。
　④機械装置

定率法を採用している。
　⑤什器備品

定率法を採用している。
　⑥ソフトウエア  

定額法を採用している。  
　⑦リース資産

ⅰ）所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

(2) 有価証券の評価基準及び評価方法
　　満期保有目的の債券・・・原価法を採用している。

(3) 引当金の計上基準リース取引の処理方法

(4）消費税等の会計処理
　  消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２　特定資産の増減額及びその残高
  　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

特定資産 　
　投資有価証券（旧基本財産） 50,000,000 0 0 50,000,000
　旧基本財産引当預金 51,000,000 0 0 51,000,000
　機械装置 1 0 1 0
　什器備品 456,308 0 171,450 284,858
　FOCUSｽﾊﾟｺﾝ取得資金資産 85,561,400 39,500,000 23,144,000 101,917,400
　計算科学COE形成基金 0 100,000,000 100,000,000 0

合　　計 187,017,709 139,500,000 123,315,451 203,202,258

３　特定資産の財源等の内訳
  　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

特定資産
　投資有価証券（旧基本財産） 50,000,000 50,000,000 0 －
　旧基本財産引当預金 51,000,000 51,000,000 0 －
　什器備品 284,858 284,858 0 －
　FOCUSｽﾊﾟｺﾝ取得資金資産 101,917,400 0 101,917,400 －

合　　計 203,202,258 101,284,858 101,917,400 0

財務諸表に対する注記

　　25年度から、公益法人会計基準（平成20年4月11日、平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

ⅰ）所有権移転ファイナンス・リース取引については、リース料総額より維持管理費相当額、土地賃借料相当額及び利息相当額を控除
　　した未経過リース料相当額をリース資産として計上する会計処理によっている。

ⅱ）所有権移転外ファイナンス・リース取引については、300万円以下のリース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計
　　処理によっている。
ⅲ）オペレーティング・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
ⅳ）転リース取引については、リース料総額より維持管理費相当額、土地賃借料相当額及び利息相当額を控除した未経過リース料相当
　　額をリース債権、それに対応する債務をリース債務として計上する会計処理によっている。



４　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
  　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)
種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

第57回兵庫県住宅供給公社債 50,000,000 50,000,000 0
第14回兵庫県道路公社債 5,000,000 5,000,000 0

合　　計 55,000,000 55,000,000 0

５　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
  　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金
　高性能汎用計算機高度利用事業費補助金 文部科学省 1 0 0 1 指定正味財産
　AI・IoT導入支援事業費補助金 兵庫県 159,409 26,336,000 26,393,603 101,806 指定正味財産
負担金
　受取兵庫県負担金 兵庫県 148,449 61,314,000 61,370,924 91,525 指定正味財産
　受取兵庫県負担金 兵庫県 0 50,000,000 50,000,000 0 指定正味財産
　受取神戸市負担金 神戸市 148,449 50,214,385 50,271,308 91,526 指定正味財産
　受取神戸市負担金 神戸市 0 50,000,000 50,000,000 0 指定正味財産

456,308 237,864,385 238,035,835 284,858

６　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
    指定正味財産からの一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)
金　額

　特定資産利息 360,000 　

57,603
  先端人材集積促進事業経費計上による指定解除 113,847
　ＣＯＥ形成事業経費等計上による指定解除 100,000,000

  特定資産売却に伴う振替額 1
100,531,451

７　リース取引関係
（１）ファイナンス・リース取引

①所有権移転ファイナンスリース
主として、計算科学振興事業における有形固定資産である。

ⅰ）リース物件の取得価額、減価償却累計額、期末帳簿価額
(単位：円)

リース資産 取得価額
減価償却
累計額

期末帳簿価額

建物 339,051,145 138,445,870 200,605,275
建物附属設備 115,717,114 115,293,353 423,761
構築物 10,993,126 10,993,125 1
機械装置 112,824,187 112,824,186 1
器具備品 26,610,000 25,915,019 694,981

合計 605,195,572 403,471,553 201,724,019

ⅱ）未経過リース料期末残高相当額 (単位：円)
1年以内 1年超 合計

未経過リース料
期末残高相当額

42,040,044 117,562,090 159,602,134 　

ⅲ）当期の支払リース料、減価償却費、維持管理費相当額、土地賃借料相当額、支払利息相当額
(単位：円)

支払リース料 減価償却費
維持管理費

相当額
土地賃借料

相当額
支払利息
相当額

56,734,584 9,830,859 2,938,884 5,791,908 8,254,991

ⅳ）減価償却費の算定方法は、　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。

合　　計

内　容
経常収益への振替額

合　計

ⅴ）利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース資産計上価格、維持管理費及び土地賃借料相当額との差額を
　　利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっている。

　AI・IoT導入支援事業経費計上による指定解除

経常外収益への振替額



②オペレーティングリース
ⅰ）自社使用リース部分 (単位：円)

１年以内 1年超 合計
未経過リース料 5,791,908 14,962,429 20,754,337

ⅱ）転リース部分（貸手及び借手部分ともに同額） (単位：円)
１年以内 1年超 合計

未経過リース料 14,872,092 38,419,571 53,291,663

③リース債権（転リース部分のみ）
ⅰ） (単位：円)

406,592,371

ⅱ）リース債権の回収期日別内訳 (単位：円)
リース債権 リース投資資産

1年以内 106,843,967 106,843,967
1年超2年以内 111,847,467 111,847,467
2年超3年以内 117,085,277 117,085,277
3年超4年以内 70,815,660 70,815,660

合計 406,592,371 406,592,371

リース債権（リース投資資産と同額）



附属明細書

1 特定資産の明細

財務諸表の注記に記載しております。

2 引当金の明細

引当金を設定していないため、附属明細書への記載を省略しております。


